
　現在、福島県の10市町村にまたがる地域が汚染廃棄物対策地域（環境大臣が、国
がその地域内にある廃棄物の収集・運搬・保管及び処分を実施する必要があると指定
する地域。除染特別地域と同じ。）として指定されており、この地域内から排出され
る廃棄物については、対策地域内廃棄物として環境省が処理を進めています。
　また、事故由来放射性物質による汚染状態が8,000Bq/kg を超え、環境大臣が指
定した廃棄物は、指定廃棄物として、国の責任のもと、適切な方法で処理することと
なっています。

本資料への収録日：2023年３月31日



　福島県内の対策地域内廃棄物については、2013年12月に見直した対策地域内廃棄
物処理計画に基づいて処理を進めています。
　対策地域内廃棄物としては、津波がれき、被災家屋等の解体ごみ、家の片付けごみ
があり、順次、仮置場への搬入を進めています。2022年11月末時点現在で、約329
万トンを搬入しており、搬入した廃棄物は可能な限り再生利用を行っています。
　また、このうち可燃物については、９市町村12箇所に設置した仮設焼却施設で減
容化を図ることとしており、2022年12月時点で４施設が稼働中であり、着実に処理
を進めています。

本資料への収録日：2018年２月28日
改訂日：2023年３月31日



　指定廃棄物の種類としては、放射性物質に汚染された廃棄物の焼却によって発生す
る焼却灰、下水の処理に伴って発生する汚泥、水道水を供給する浄水場で発生する浄
水発生土（下巻P40「上水道の仕組み」）、稲わらや牧草等の農林業系廃棄物等があ
ります。
　2022年９月末時点において、10都県で約41万トンの廃棄物が指定廃棄物として指
定されており、国の処理体制が整うまでの間、廃棄物焼却施設、浄水施設、下水処理
施設、農地等の指定廃棄物が発生した場所等で一時保管されています。
　これらは、放射性物質汚染対処特措法やガイドラインに従って、飛散・流出しない
ような措置が取られているとともに、雨水等が入らないように遮水シート等で覆うな
どして保管されているほか、定期的に環境省職員が保管状況の確認を行っており、安
全・適正に保管が行われています。

本資料への収録日：2016年１月18日
改訂日：2023年３月31日



　福島県内の指定廃棄物の処理については、放射能濃度が8,000Bq/kg を超え10万
Bq/kg 以下のものは既存の管理型処分場、10万 Bq/kg を超えるものは中間貯蔵施
設に搬入することとしています。
　また福島県内では、焼却・乾燥等の処理によって、指定廃棄物の減容化や性状の安
定化を図る事業を実施しています。

本資料への収録日：2016年１月18日
改訂日：2023年３月31日



　福島県内で発生した10万 Bq/kg 以下の指定廃棄物等については、既存の管理型処
分場を活用して、速やかに埋立処分を実施します。
　本事業を実施するに当たっては、2013年12月に福島県に対して、中間貯蔵施設と
併せて受入要請を行ったのち、地元の富岡町及び楢葉町や議会、住民への説明を行っ
てきました。
　その後、2015年12月に福島県及び富岡町・楢葉町から、事業の実施を容認いただ
き、2016年４月には既存の管理型処分場を国有化するとともに、同年６月には、国
と県及び２町の間で安全協定を締結しました。これ以降、必要な準備工事等を進め、
2017年11月に施設への廃棄物の搬入を開始しました。さらに、2018年８月に運営
を開始した特定廃棄物埋立情報館「リプルンふくしま」を通じた積極的な情報発信に
努めています。
　放射性物質に汚染された廃棄物の着実な処理のため、今後も安全確保を大前提とし
て適切に事業を進めるとともに、地元住民の皆様との更なる信頼関係の構築に努めて
いきます。

本資料への収録日：2016年１月18日
改訂日：2023年３月31日



　福島県以外で一時保管がひっ迫している県（宮城県・栃木県・千葉県・茨城県・群馬県）につ
いては、各県の市町村長会議での議論等を踏まえ、放射能濃度測定等の現状把握を行いながら、
各県それぞれの状況を踏まえた対応が進められています。
　宮城県、栃木県及び千葉県については、有識者会議や各県の市町村長会議での議論を経て確定
した選定手法に基づき、2014年１月、2014年７月、2015年４月にそれぞれ詳細調査の候補地
を公表いたしました。しかしながら、その後、地元の御理解が得られず、詳細調査の実施には至っ
ておりません。
　そうした中、宮城県においては、県の主導のもと各市町が8,000Bq/kg 以下の汚染廃棄物の処
理に取り組むこととされ、環境省はこれを財政的・技術的に支援しています。その一環として、
2018年３月から４圏域（石巻、黒川、仙南、大崎）で汚染廃棄物の試験焼却が順次開始され、
2019年７月までに終了しました。2021年12月末時点で、石巻圏域及び黒川圏域では処理が終了
し、仙南圏域及び大崎圏域では本格焼却を実施しています。
　また、栃木県においては、長期管理施設を整備するという方針は堅持しつつ、指定廃棄物を保
管する農家の負担軽減を図るため、2018年11月、国から栃木県及び農林業系指定廃棄物を保管
している市町に対し、市町単位での暫定的な減容化・集約化の方針を提案し、合意が得られまし
た。また、2020年６月には、暫定保管場所の選定の考え方を取りまとめるとともに、可能な限
り速やかに暫定保管場所の選定が行われるよう、県や市町村と連携して取り組むことを確認しま
した。2021年６月には、環境省から那須塩原市に、農家保管の指定廃棄物に係る暫定集約に関
する協力を要請し、同年10月に、同市において保管農家の敷地から暫定保管場所への指定廃棄物
の搬出作業が開始されるなど、関係市町において取組が進められています。
　さらに、千葉県においても、長期管理施設の詳細調査の実施について、地元の御理解を得る努
力が継続されています。
　茨城県については2016年２月、群馬県については2016年12月に、「現地保管継続・段階的処
理」の方針が決定しました。両県ではこの方針を踏まえ、必要に応じた保管場所の補修や強化等
を実施しつつ、8,000Bq/kg 以下になった指定廃棄物については、段階的に既存の処分場等で処
理することとされています。

本資料への収録日：2016年３月31日
改訂日：2023年３月31日
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